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要 約： 

1章では、戦前、京都の繊維産業に就労した朝鮮人を論じた。1945年以前の西陣織産業

における朝鮮人について先行研究や各種統計をもとに考察した。先行研究より、西陣織産

業と朝鮮人の関係は、韓国併合前から染織学校で学ぶ留学生として登場したのが最初であ

る。先行研究においては、渡日初期の朝鮮人は不良住宅地区近隣の西陣織や京友禅などの

中小零細工場へ「自己申し込み」を行い、先駆的就労者となったと指摘されてきたが、本

稿では在朝日本人の仲介で西陣織工場に就労した朝鮮人の事例を、朝鮮人の西陣織産業へ

の参入パターンの可能性の一つとして提示した。 

1920年代より西陣織産業に従事する朝鮮人は増加し、そうした朝鮮人の増加を警察側は

重大視していた。1920年から 1922年、朝鮮人増加を受けて西陣織産業では「京都朝鮮人

労働共済会」が誕生した。この京都朝鮮人労働共済会は警察や京都府知事や京都市長など

と連絡しつつも、朝鮮人同士の親睦や相互扶助を目的とする団体で、朝鮮人に貯蓄の奨励

や知識啓発なども行った。 

 1945年以前の京友禅産業における朝鮮人について論じた。新聞に掲載された犯罪や各種

事件に関する記事より、1910年代後半から京友禅産業において朝鮮人が登場し始めたこと

が確認できる。1920年代に入り、京友禅産業で働く朝鮮人は急増していったと考えられる。

また、1928年の京都府調査や 1935年の京都市調査において、京友禅産業に就労する朝鮮

人の数は土木建築業に就く者に次いで多かった。工事期間のある土木建築業とは違い、年

間通じて生産可能な京友禅産業での就労が、朝鮮人に京都への定住を促した。 

戦前の京都の繊維産業における朝鮮人について、京都市資料ではあくまで「低賃金労働

力」として歓迎すべき対象として認識されていた。一方、警察側では朝鮮人や彼らの組織

は監視・管理の対象としており、内務省警保局の資料などに登場することが多かった。そ

して、1930 年代中葉、西陣織産業と京友禅産業に従事する朝鮮人の動向が、『東亜日報』

や『朝鮮日報』などの朝鮮語新聞で報道されていた。これら新聞を通じて、京都の繊維産

業に就く朝鮮人の動向を、朝鮮に住む朝鮮人達も、ある程度知ることが可能であった。 

2 章では西陣織産業と京友禅産業に誕生した在日朝鮮人の同業者組合について論じた。

個人の記憶や記録などによるものであるが、西陣織産業内において原料である生糸の配給

権獲得を目的に、1945年の日本の敗戦直後から朝鮮人連盟を中心に朝鮮人の同業者組合設

立の機運が高まり、1946 年に朝鮮人織物組合が結成されたことが描かれている。続いて、

新聞の広告から 1947年に第二組合が設立されたことを確認した。1950年の朝鮮戦争勃発
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後、朝鮮人織物組合内で思想的な対立が激化する。ここで朝鮮人織物組合の運営方針に批

判的な朝鮮人業者が脱退し、彼らを中心に 1950年代に相互着尺組合を結成したことが、個

人の記録から確認できる。 

新聞紙面上で確認できる朝鮮人織物組合が行った活動として、日本の自然災害被害への

義援金集めや業界でのエネルギー節約運動や「労働基準法」の知識普及など、朝鮮人織物

組合を筆頭に朝鮮人の組合は日本社会に対して協力的であった。日本人社会への協力姿勢

を通じて、西陣業界内での朝鮮人の地位向上を目指したのではないだろうか。1950年代後

半からは、西陣織産業の同業者組合一本化の中で、朝鮮人織物組合や相互着尺組合は、ま

たしても日本人の組合に対して協力的であった。 

京友禅産業内では戦前から存在した「京都繊維染色蒸水洗業組合」を土台として、それ

を引き継ぐ形で 1948年に、蒸水洗組合が設立された。組合関係者によれば、蒸水洗組合の

主要な活動は他工程の業者や問屋との交渉、原材料の共同購入、組合加盟の工場で働く労

働者の厚生年金台帳管理などであった。その中でも 1950年代、象徴的な活動としては、1

953 年の労働者・経営者を含めた組合総出のストライキをしたことがあげられる。この蒸

水洗工場の操業停止によって、京友禅産業の生産全体がストップしてしまうなど、業界全

体に与える蒸水洗組合の活動の影響はかなり大きなものであった。 

京友禅産業の蒸水洗工程では労働者としても経営者としても、ほとんどが在日朝鮮人で

あった。いわば、西陣織産業において在日朝鮮人は数的マイノリティーであったのである

が、京友禅の特定一工程である蒸水洗工程では在日朝鮮人は数的マジョリティーであった。

したがって、この一工程でどのような同業者組合を作ったとしても組合加盟者の大多数が

朝鮮人となる。本章で取り上げた蒸水洗組合は、多数の朝鮮人と少数の日本人によって運

営される同業者組合であった。それゆえ、京友禅産業界に朝鮮人を代表する同業者組合を、

あえて作る必要がなかったのではないだろうか。 

3章では、西陣織産業における在日朝鮮人の位置を 7人の事例を通じて考察した。まず、

日本への渡航の理由として植民地朝鮮の故郷での生活の困窮化という問題を挙げる者が多

かった。その背景には、朝鮮総督府による土地調査事業や産米増殖計画があった。また、

故郷での生活苦と同時に、内地での経済的成功を夢見て日本へ渡航する者も存在した。 

西陣織産業へ参入する際、職業の選択肢が大幅に制限されていた在日朝鮮人は生きるた

め、この産業に就労することになった。本章で調査対象となった在日朝鮮人では、同郷の

朝鮮人を介して西陣織産業で就労するようになった者が多かった。その一方で、西陣織で

の労働に対する憧れがあり、この産業に就労するようになった事例もあった。西陣織産業

に関する技術の習得について、在日朝鮮人は生きるために技術を必死に獲得する事例が多

かった。 

続いて、戦前から西陣織産業で労働者として働きながら資金を蓄積し、1945 年以前よ

り経営者として独立する事例が見られた。そして、1950年代から 1960年代半ばまでの戦

後の西陣織産業の成長期に規模の大きい経営者が、新しい製造方法を開発したり、大規模

な工場を持ったりするなど、経済的・社会的に「大きく成功した」という「逸話」が見られ

た。一方、零細な経営者や労働者の場合、「成功例」と考えられる記述や語りを得ることは

できなかった。とりわけ、一生を通じて西陣織産業に労働者として携わった者が「成功す
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る人は一部のお金持ちのところだけ」と語るように、一般的な労働者は西陣での経済的な

成功とはほど遠かった。 

そして、1960年中盤以降、西陣織産業の成長停滞期から斜陽へと向かう時期、経営規模

の大きい在日朝鮮人経営者は、不動産産業や空調設備の設置業などの他産業へ転業する者

が存在した。特に先行研究で指摘されてきたパチンコ産業への転業が、本稿でも見られた。

しかし、規模の小さい経営者や労働者の場合、筆者のインタビュー当時において、彼らは

西陣織産業に従事する者や、同産業から引退後も他産業で就労することのない者であった。

まさに、これらの在日朝鮮人は一生涯を通して西陣織を織り続けた人々であった。 

4 章では京友禅産業に従事した在日朝鮮人を扱った。実際に 2006 年まで操業していた

蒸水洗工場Mの在日朝鮮人労働者の事例をもとに、彼らの就労形態を考察した。Mには経

営者家族を中心とした家族労働者と、在日朝鮮人同士の情報を通じて、この工場Mに就労

するようになった者がいた。後者の中には日本の一般企業での就職が難しい在日朝鮮人や、

韓国から日本に「密航」した者などが含まれる。彼らの場合、最初の職場が Mであること

が多く、就労期間が 10 年以上と比較的長期間就労する者が多かった。一方で、「流れ」と

呼ばれる労働者達も存在し、彼らは「職人」気質である者が多く、京友禅に関する技術と

知識に秀でていた。また、Mでの就労期間が半年から 3年と短いのも流れの労働者の特徴

である。 

1950年から、Mの創業開始を経た 1960年代中盤までは、経営者家族が中心となって、

工場の運営が行われていた。この当時、韓国から日本に「密航」した者や、日本人に比べて

一般企業への就職の機会が大きく制限されていた在日朝鮮人にとっては、蒸水洗工場での

労働は過酷ではあるが、一定した収入を確実に得られるという点で妥協のできる職業であ

った。このMへの就業を紹介する朝鮮人同士の人間関係と、その人間関係を通して得られ

る情報は、彼らの生存にとって非常に大きな意味を持っていた。 

京友禅産業界では 1960年代後半から 1970年代初頭にかけて、効率よく大量に製品を生

産することが求められ、工場に機械が積極的に導入され、労働集約型の作業工程は減って

いく。その結果、1970年代の初頭に工場の労働者は徐々に減少していった。だが、同時期

からある一定の技術を持つ「流れ」の労働者がMでは重宝されるようになる。 

京友禅産業の不況が深刻化する 1973 年以降も繁忙期の労働力不足に対応するため、即

戦力を持つ流れの労働者は重宝されるようになった。この流れの労働者の中には在日朝鮮

人と日本人の双方が存在していた。1980年代後半からの京友禅産業の長い不況の中で、流

れの労働者が雇用されることも少なくなり、Mは経営者の家族と就労期間が長い古参の労

働者によって運営されるようになった。最終的に 2006年、Mは廃業する。 

5章では、約 40年間、経営者の家族として、また、労働者として就労してきた一人の

在日朝鮮人女性のライフヒストリーを通して、京都の在日朝鮮人の労働と生活を論じた。

まず、彼女は経営者家族との結婚を契機に京友禅産業の蒸水洗工場で就労するようになっ

た在日朝鮮人女性の一事例であるといえる。1970年に初めて工場Mに来た時、彼女は他

の労働者の衣食住生活を助ける補助的な労働を家族労働者の一員として担うことになっ

た。 
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しかし、1970年代中盤以降になるとMの経営は刻々と難しくなり、工場の労働者数

を減らしながら対応することになった。このためMでは労働力確保が不安定な状態が生

じ、労働力が不足する際に女性の家族労働者が労働力として扱われることになる。このよ

うに本来は工場の経営者家族として労働者の生活を助ける要員であった彼女も、京友禅産

業全体の不景気が深刻になると工場の最前線で肉体労働に従事するようになった。 

女性労働者の労働を規定していた「労働」に対するジェンダーの視点と、アンペイド・

ワークの視点を通して見た場合、彼女が工場で行っていた食事準備や炊事などの補助的な

作業は、まさしく女性労働者のアンペイド・ワークそのものであった。事例では、彼女が

工場経営者の家族の一員であったため、賃金が支払われないまま、これら補助的労働を継

続的にすることになった。女性の経営者家族労働者の従事していた労働そのものが変化し

ていく過程を見たとき、工場内で存在していた性別役割分業という実態は解消したかのよ

うに見える。しかし、彼女が行う労働に賃金は支払われることはなく、相変わらずアンペ

イドな労働力として扱われていた。彼女のような女性の家族労働者が存在しなければ、工

場の経営も、夫の民族教育活動も成り立たない可能性もあった。だとすれば、これら在日

朝鮮人女性の労働者も京都の繊維産業の実態を論じる上で見過ごすわけにはいかない。 

6 章では、在日朝鮮人が京都の繊維産業で労働する中で持った民族的アイデンティティ

を考察した。ここでの在日朝鮮人の民族的アイデンティティとは、日本人の繊維産業経営

者や労働者にはみられない活動や感情であると定義した。京都の繊維産業の中で、在日朝

鮮人としての民族的アイデンティティは、各自様々な形で表出する。在日朝鮮人一世の事

例より、祖国建設のために故郷の経済や社会の再建に尽力する者が存在すると同時に、西

陣織産業での在日朝鮮人の組合や民族金融機関の創立を試みるなど、日本での生活基盤の

獲得のために尽力するという活動も存在した。その一方で、在日朝鮮人二世の女性は、西

陣織産業で就労する中で自身が「日本人扱い」を受けたことに違和感を覚えたと語る。こ

の違和感が、彼女が「日本人」ではなく「在日朝鮮人二世」として民族的アイデンティティ

を再構成する出発点になっていたと解することができる。 

在日朝鮮人はどのような名前で京都の繊維産業で就労したのかも扱った。現在でも西陣

織産業で生計を立てている者は、朝鮮名が公になることに抵抗を持つと語る事例があった。

他方、京都の京友禅産業に朝鮮人が携わってきたことを証明するために、あえて民族名で

伝統工芸士の認定を受けた事例も存在した。民族名で生きていくのか、それとも日本名で

生きていくのかは、現時点において彼らが置かれた経済社会的状況に左右されるのではな

いか。 

最後、在日朝鮮人のもつ京都の繊維産業に対する意識について、本章で分析を試み

た。これら産業の中で彼らは自身の働くこの産業に対して多様な感情を持っていた。ある

者はこの産業で働くことと獲得した経験に対し誇りを持ち、別の在日朝鮮人は「人間らし

く生きる」ために、西陣織産業で必死に働いてきたと語る。また、着物を作ることに喜び

を感じつつも、完成した製品を購入できないなどの問題を語る者もいた。しかし、共通す

るのは彼らが生きるために京都の繊維産業で必死に働いてきたという思いと、習得する技

術への自負などの、労働者としてのアイデンティティであるといえよう。 


